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易かという問

第１は，企

るであろうか

場と外国市場

企業は国内市

輸出は，外国

得しうる。その利潤は国内市

題である。

業は外国市場と比べて国内市

。この場合企業はためらうこ

とどちらも同じ価格で販売で

場を選択することになろう。

への輸送費，荷造り費，保険

場と外国市場ではどちらが

場の方が高く販売できるな

となく国内市場での販売を

きるとなればどちらを選択

なぜならば外国に商品を販

などの諸費用とあわせて，

大きいかあるいは販売が容

らばどちらの市場を選択す

選択する。第２は，国内市

するであろうか。この場合

売するということすなわち

代金を外国貨幣または外国

為替で受け取

取るというこ

じうる。こう

であるという

合にはどのよ

うに諸費用の

険性を含めて

れば為替・両替手数料を必要

とになれば，時間的なロスが

した諸費用・危険を考慮する

ことになる。第３は，国内市

うな選択となるであろうか。

負担の増大および代金入手の

も外国市場で販売した方が国

とする。さらに企業は商品

生じるだけでなく代金を入

ならば，企業は明らかに国

場よりも外国市場の方が高

外国へ販売することは，第

危険性をともなっている。

内市場で販売するよりも有

を輸出してから代金を受け

手できないという事態も生

内市場で販売した方が有利

く販売することが可能な場

２の側面からも明らかなよ

しかしその諸費用負担・危

利であるならば，企業は外

国市場への販

できても，諸

も国内市場を

これら３つ

しかし現実の

外国市場より

売すなわち輸出することにな

費用負担・危険性を含めれば

選択することは一般的な傾向

の側面は，いずれも価格対比

貿易はさらに複雑な諸条件が

も高く販売できるならば国内

（ ）

ろう。企業は外国市場の方

未だ国内市場の方が有利で

であろう。

と企業の取得しうる利潤量

加味されている。上の第１

市場を選択するとした。と

が国内市場よりも高く販売

あるならば，外国市場より

から考察したものである。

の側面は，国内市場の方が

ころが国内市場では同一産



業部門・業種に

もある。それは

国内市場の一定
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多くの生産者があり，ある企

国内市場がすでに他の企業に

の需要を超えて生産されてい

学（第 巻・第４号）

業の生産した商品は国内市場

よって市場が押さえられ，新

る場合である。国内市場の一

では販売できない場合

たに浸透不可能であり，

定の需要を超えて生産

されている状態

意味するのでは

対的過剰という

なわち市場転換

ことは，国内で

潤の取得を少な

とにはならない

は，一般には過剰生産状態を

なく，社会の一定の条件のも

経済学特有の概念を用いる。

をせざるをえないであろう。

獲得可能な利潤よりも少ない

くしても外国市場へのあくな

。なぜならば企業は，あくま

意味する。もちろんこの過剰

とでの過剰であり，絶対的な

この場合企業は，国内市場か

しかしこの企業が外国市場へ

利潤の取得を余儀なくされる

き追求を行っていくか，とい

で利潤の極大化を求めて行動

生産は絶対的な過剰を

過剰生産とは異なる相

ら外国市場への販売す

販売 輸出するという

場合がある。企業は利

えば決してそういうこ

するのであって，利潤

の取得を少なく

うなると国内市

ないのである。

外国市場に進

の利潤を取得す

は，国内市場に

こなう。その結

競争力の低い他

してまで商品を販売するとい

場は相対的に過剰だからとい

出する企業は，国内において

ることが可能な状況にあると

おいては相対的に過剰であり

果は，国内市場の販売よりも

の企業は，外国市場を求める

うような慈善運動家では決し

ってすぐに外国市場を選択す

他の企業よりも競争上優位で

いうことになる。すなわちあ

，同時に他の企業よりも競争

多くの利潤を取得することが

ことができないかといえば決

てないからである。そ

るということにはなら

あり，かつ外国で多く

る企業の生産した商品

力が高ければ輸出をお

可能になる。それでは

してそうではない。企

業は国内市場で

だけである。と

外国へ進出する

る産業全体の競

登場しうる。ま

高め，技術進歩

超過利潤の取得

相変わらず同一の水準の利潤

ころが国内では競争力の低い

ことになる。国内では相対的

争力が他の国民経済よりも高

た競争力が相対的に低い企業

をおこない競争力を高めるこ

も可能になりまた外国市場に

を取得することが可能であれ

企業も外国市場では多くの利

に競争力が低い企業でも，こ

い場合は，輸出産業としてあ

においても外国市場を求める

とができる。そうなればこの

おいても利潤の取得を増大す

ば，貿易を選択しない

潤取得が可能であれば，

の商品生産を行ってい

るいは輸出企業として

ことによって生産性を

企業は，国内における

ることが可能になる。

こうした同一産

れ，その部門か

競争力が低く

あろうか。企業

場での超過需要

売すなわち輸出

産業・企業ある

業内における競争力の変化は

らの撤退あるいは競争力の高

かつ国内市場では販売を拡大

は外国市場へ輸出しても国内

も期待できないという状況で

を行わざるをえないであろう

いは他国の同一産業・企業と

，生産力の低い競争力の低い

い企業に吸収・合併される事

できないような企業は，どの

よりも多くの利潤を取得でき

あるならば，利潤量が少なく

。ただし外国市場への販売

の競合関係にあるから競争力

企業がやがて競争に敗

態も生じてこよう。

ような行動を採るので

ないが，さらに国内市

なるが外国市場への販

輸出は，輸入国の同一

が絶対的に高くなけれ

ばならない。ま

競争力が低いこ

商品を生産した

商品の価値が実

初に投下した貨

などを購入する

た輸出企業はかりに競争力を

ともあり，その場合は輸出不

が輸出できない，価値が実現

現できないということは利潤

幣資本を回収することによっ

ことが可能になる。価値が実

（ ）

高める諸手段を講じないとす

可能となる。そこで輸出競争

できないという事態に陥る。

を取得できないことである。

て再生産に必要な機械，原材

現できないすなわち商品販売

れば，外国企業よりも

力が低い企業の場合は，

企業にとって生産した

企業は利潤を含めて最

料あるいは追加労働力

ができない企業は，場



合によっては

競争力の低

競争力の低い

外国貿易の原因

生産からの撤退，倒産，ある

い企業は，どのようにしたら

国民経済を探すということで

および国際的分業形成（岩田）

いは他の企業による吸収な

外国市場への進出を可能に

ある。競争力の低い国民経

どの事態が起こりうる。

するかといえば，第１に，

済であれば輸出が可能にな

るかもしれな

商品の個別価

ためには，不

また労働生産

段を講じるか

このようにし

なく不変資本

い。第２に，競争力を高める

値を低くするかあるいはいわ

変資本の諸要素の価値を小さ

性を高めることによって個別

あるいはすべての手段を同時

て企業は，競争力を高め輸出

諸要素の価値を小さくするこ

諸手段を講じることである

ゆるコストを低下させるこ

くするか労賃を価値以下に

的価値を小さくすることで

に行っていくことによって

企業として外国市場を求め

とは，現実に生産した商品

。競争力を高める手段には，

とである。コストの低下の

まで切り下げることであり，

ある。企業はいずれかの手

競争力を高めるのである。

ることになる。いうまでも

の価値あるいは価格が小さ

くなるという

る。したがっ

産に必要な労

になれば企業

業部内におけ

める原因ある

するのである

価値を切り下

意味ではなく，再生産すべき

て他の事情は変わらずに労働

働時間は小さくなり個別的価

は，輸出商品・企業として登

る国民経済的には相対的過剰

いは輸出の原因は，国民経済

。この場合商品を生産する企

げることによって競争力を高

商品の個別的価値・価格を

生産性が上がり技術進歩が

値は小さくなる。こうして

場することになる。輸出企

という内容が含まれている

的には相対的過剰な商品が

業は，競争力の高い企業か

めれば輸出企業となる。競

小さくするという意味であ

なされるならば，個別再生

競争力を高めることが可能

業の出現の背景は，同一産

。したがって外国貿易を求

輸出されているように現象

，競争力が低くても個別的

争力の高いあるいは競争力

を高めた企業

業部門内では

関係は国民経

現象する。す

らわれること

おける相対的

経済総体を対

は，国民経済的には同一産業

競争力が高いかあるいは不均

済内部で生じるが，世界市場

なわち世界市場は，個別企業

に特徴をもっているからであ

という特殊な関係を論じたの

象にしているという論理であ

内で不均衡に突出した部門

衡に発展した企業として現

的な視点から見れば国民経

の競争関係よりも国民経済

る。リカード以来の比較生

であり，その限りでは個別

る。外国貿易の原因 国際

として現れる。また同一産

れることになる。こうした

済間の相対的な関係として

間の相対的な関係としてあ

産費説は，この世界市場に

企業の競争関係よりも国民

的分業形成の論理は，国民

経済総体の問

これまでは

行われるの

属・鉱物資源

たとえ国内で

外国から輸入

いるものであ

題と個別企業の競争形態の両

輸出がおこなわれる状況を考

であろうか。例えば日本は，

材料が十分に生産することが

生産可能であっても膨大なコ

しなければならないであろう

る。日本の輸入品はこれら自

側面から論じなければなら

慮してきたが，輸入の場合

鉄鉱石，ボーキサイト，すず

できない。さらにゴム，コ

ストがかかる商品である。

。これらの輸入品は，自然

然品，特産品のほかに多く

ないのである。

はどのような条件があれば

，石油などの金属・非金

コナツ，コーヒー豆などは，

こうした粗原料，食料品は

品，特産品などといわれて

の食糧・食料品，木材，綿

花，羊毛など

維製品などの

導体，家庭電

がなぜ輸入さ

ある。輸入価

るいは関税な

の粗原料をはじめとして航空

工業製品である
）
。木材，食糧

器，繊維製品などは日本の国

れるかといえば，輸入価格が

格が安価であるということは

どを払っても国内価格よりも

（ ）

機，自動車部品，半導体，

・食料品，魚介類などの粗

内でも生産可能な商品であ

日本の国内価格よりも安価

，輸入に際して輸送費，荷

安価であることになる。繊

家庭電器，機械，衣類・繊

原料および自動車部品，半

る。日本で生産可能な商品

であるということに要因が

造り費，保険，流通経費あ

維製品などはその典型であ



ろう。コメ輸入

の国内では工業

いる。なぜ一次
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も価格が日本の国内では異常

製品の価格に比べて一般に農

産品の価格が高いかといえば

学（第 巻・第４号）

に高いということから生じて

業・漁業・林業などの一次産

，これらの産業は一般に技術

いる問題である。日本

品の価格は高くなって

進歩・生産性の向上が

困難であり，相

進歩・生産性の

を小さくする。

したがって価格

り，資本主義の

例えば 年

下などは著しい

対価格を高くせざるをえない

向上が常に行われている。技

さらに技術進歩・生産性の向

も安くなる。こうした現象は

歴史的進歩性を示しているこ

代以降の日本は，カラーテレ

ものがあった。いずれの産業

からである。これらの産業に

術進歩・生産性の向上は，一

上が全社会的なればその商品

工業製品・製造業では不断に

とでもある。

ビ，音響製品などの価格の低

分野も技術革新，生産性が上

比べて製造業は，技術

般に商品の個別的価値

の価値は小さくなり，

進行していることであ

下や半導体の価格の低

昇し，価格低下が可能

であった。とこ

る。技術進歩，

ある。なぜなら

産性の上昇が生

らない。技術進

業利潤を確保で

するからである

労働者は賃金引

ろが一次産品は，一般に技術

生産性の上昇が著しい産業分

ば価格低下を補うだけの生産

じにくい分野は，利潤量を増

歩・生産性上昇が起こりにく

きるだけでなく，労働者も含

。企業にとって利潤量を拡大

き上げその他の労働条件の改

進歩・生産性の向上は急速に

野の企業は，価格が低下して

量の増加があるからである。

大するためには価格引き上げ

い産業分野では価格を引き上

めて収入の増加は，生活必需

できないのであれば，株主は

善が見込めないのであれば，

起こりえない分野であ

も利潤量は増大傾向に

ところが技術進歩，生

をおこなわなければな

げることによって，企

品の量の拡大を可能に

株式を手放すであろう。

他の産業分野に移動す

るであろう。こ

の保護を受けて

ために利潤量増

昇が緩慢な産業

あった。日本の

鶏，養卵は，工

漁業などと異な

うした産業分野は，やがて外

生き延びていくかのどちらか

大のために価格上昇が行われ

分野は，政府の保護の上で製

国内で国際的な競争力をもっ

場で生産するのと同様に技術

った産業分野となっている。

国からの進入によって駆逐さ

の道を辿る。政府の保護を受

るのである。こうして各国と

品価格の引き上げによって生

ている一次産品は，卵と鶏と

革新・生産性の上昇が著しい

またコメに関していえば，日

れるか，あるいは政府

ければ，企業の存続の

も技術進歩・生産性上

産を確保してきたので

いわれている。この養

分野であり，他の農業，

本の国内価格は，国際

価格の５倍以上

本米との格差は

は行われてこな

からである。政

いたであろう。

税政策によって

あろう。また主

となっている。アメリカ米は

大きい。しかしコメに関して

かった。輸入が行われなかっ

府の輸入禁止が行われていな

もちろん 体制のもと

輸入を制限しうるが完全輸入

食農産物の中で小麦は，輸入

日本米の３分の１，タイ米は

は内外価格差がこれほど大き

たのは，政府の政策によって

ければコメは外国産が大量に

ではコメも例外的な商品では

自由化の措置が採られれば大

制限がはずされているがため

分の１といわれ，日

いにもかかわらず輸入

輸入が阻止されていた

国内市場に入り込んで

なくなり，一時的な関

量輸入への道を歩むで

に，国内消費の ％以

上は外国産であ

しており，パソ

どの状況となっ

国内における相

いた。それはい

ラーテレビ，自

る。また自動車部品，半導

コン，パソコン用プリンター

ている。これらの商品は，か

対的な過剰・不均衡に発展し

わゆる不況産業・不均衡産業

動車部品，半導体など輸出商

（ ）

体， ，カラーテレビの輸

，カメラ，時計などの輸入は

つては日本の主力輸出商品で

た産業，企業が行うというと

による輸出圧力である。とこ

品でありながら同時に輸入も

入は 年代から急増

，国内生産を上回るほ

あった。輸出の場合は，

側面が一時的に生じて

ろが今日の貿易は，カ

拡大しているという特



徴を示してい

そこで近年

ろう。第１の

外国貿易の原因

るのである。

に現れているような貿易の特

要因は，自然品，特産品を国

および国際的分業形成（岩田）

徴とりわけ輸入が行われる

内で生産できない場合であ

要因は何かといえば次にあ

る。第２の要因は，輸出の

場合と同様に

である。第３

門および外国

場合は，不

（不足）と表

どのような原

の主力輸出商

資本主義が成立した段階での

の要因は，第２の要因とは逆

の企業に比べて相対的に競争

均衡あるいは相対的過剰と表

現できるであろう。それでは

因で生じるのであろうか。例

品であり， 年代後半から

国際的分業関係に規制され

に国内市場の再生産では相

力が劣った部門において輸

現したが，輸入の場合は逆の

同一産業部門で輸出も輸入も

えばカラーテレビは，かつ

年代にかけては日本の

て輸入がおこなわれる場合

対的に不足している産業部

入がおこなわれる。輸出の

不均衡あるいは逆の過剰

おこなわれている場合は，

ては日本の家電資本・企業

輸出の主要部分を占めてい

た。ところが

なっている。

業の国際的な

外現地生産を

でのカラーテ

液晶テレビ，

は日本の国内

製品といって

年代になるとカラーテレ

この場合の要因は何に求める

競争力が上昇したこと。第２

拡大しており，海外で生産し

レビ生産はより高度技術集約

有機 ，ハイヴィジョンテ

で生産されたいわば高価な製

も事実上は異なった製品間の

ビの貿易は輸出と輸入が逆

かといえば，第１は，韓国

は，日本の家電資本・企業

た商品が逆輸入されている

型・高付加価値のある製品

レビへ移行していることなど

品を，輸入は相対的に安価

貿易形態となっている。カ

転し，輸入数量の方が多く

，台湾，中国などの家電企

は，アジアを中心として海

こと。第３は，日本の国内

，たとえばプラズマテレビ，

によるものである。輸出

な製品をというように同一

ラーテレビにおけるように

安価な製品は

ができる。こ

業による生産

的には外国貿

が輸入されて

ない。それに

本企業の製品

コストが低いアジア地域で生

の場合の輸入は同じ家電企業

コストを重視した単なる生産

易・国際的分業関係として現

いるが，これらの製品の多く

もかかわらず日本の市場に進

に比べて安価であり輸出競争

産し，それを輸入すること

が地域・国を異にしての生

配置にすぎない。しかし国

れるのである。また韓国，

は韓国，台湾，中国の国内

出しているのは，これらの

力は高いのである。カラー

によって利益を上げること

産であり，事実上は同一企

際間での生産配置は，形式

台湾，中国などの家電製品

企業であり，日本企業では

企業の製品はあきらかに日

テレビの貿易では，最近ア

メリカ製品も

であるが，い

ということで

こうしたア

変動が著しく

港の下請的生

格差，地位間

輸入されている。アメリカ製

まや日本の国内で生産するよ

ある。

ジアをめぐる外国貿易 国際

なってきている。 年代ま

産の要素が大きかった。とこ

格差などが顕著になり，一部

のカラーテレビの多くは，

りもアメリカで生産した方

的分業関係は，中国におけ

での中国は，いわば日本，

ろが中国の経済発展の過程

富裕層も生まれてきた。こ

日本企業による現地生産品

が安価な製品も現れている

る直接投資の増大によって

台湾，アメリカあるいは香

において企業間格差，所得

れまでの中国は世界の生産

基地・下請け

場目当ての直

生産基地構造

たがって技術

され国内市場

近日本の自動

基地的生産構造であったが，

接投資の拡大が行われるよう

の状況下で標準化・共通化さ

水準はその生産体制にあわせ

の拡大が続く中で，多国籍企

車企業あるいは家庭電器企業

（ ）

生産力発展の過程で国内市

になったのである。これま

れた製品あるいは部品の生

たものであった。しかし中

業をはじめとした直接投資

は，中国に最新の技術をも

場の拡大があり一部中国市

での中国は，世界の下請的

産がおこなわれてきた。し

国は持続的高度成長が達成

の構造は変化してきた。最

った自動車あるいはカラー



テレビ工場の建

出を計画してい

門，中国市場の

立命館経済

設をおこなってきている。こ

る。いわば中国での直接投資

拡大を目的とした部門および

学（第 巻・第４号）

れらの企業は中国市場での販

は，従来型の低賃金を利用し

高度技術型を導入した世界市

売および日本への逆輸

た下請的要素が強い部

場シェアの拡大を目的

とした部門の３

外国貿易 国際

くに今日の外国

変動となってき

直接投資によっ

互関係が特徴的

極構造に変わってきているの

的分業関係は，固定的なもの

貿易 国際的分業関係を形成

ているのである。日本とアジ

て大きく変動し，また外国為

になっている。

である。この中国の直接投資

ではなく可変的な要素が多い

する主要な契機は，直接投資

アあるいは中国との外国貿易

替相場の変動が直接投資の動

からも明らかなように

ことを示している。と

および外国為替相場の

国際的分業関係は，

向を支配するという相

外国貿易の原

になるであろう

は，国民経済内

出するであろう

いは原料・食糧

４．国際

因を輸出および輸入の側面か

。外国貿易の第１の要因は，

で生産できない場合は輸入す

。さらにかつての植民地・従

供給地として位置づけられて

的分業論の課題

らみてきたのであるが，改め

自然品，特産品などの輸出入

るであろうし，また国内で相

属国は，宗主国によって自然

きた。こうした形態は植民地

て整理すれば次のよう

である。これらの商品

対的に過剰であれば輸

品，特産品の生産ある

・従属国が独立した今

も国際的な分業

くの発展途上諸

自然品，特産品

オーストラリア

給国であり移民

として位置して

特産品貿易を継

形態として維持されてきてい

国は，宗主国によって宗主国

の原料供給国として今日でも

，カナダなどの国は，かつて

受け入れ国として存在したが

いる。こうした国々は，独立

続しているのである。ただし

る。すなわち植民地・従属国

本位の国際分業関係に無理矢

その形態を変更できない状態

はイギリス，スペイン，フラ

，今日でも食糧，原材料の主

以前の国際的分業関係に規制

これらの国々の外国貿易は，

が独立した今日でも多

理に組み込まれた結果，

にある。またアメリカ，

ンスの植民地・原料供

要生産国であり輸出国

され今日でも自然品，

独立とともに宗主国と

植民地という関

生産構造・体制

ることである。

衡の発展および

剰な側面と不足

なにゆえ行われ

らにこの２つの

係から資本主義国民経済間の

にあって相対的に過剰あるい

この原因の背後にある関係は

競争力の変化である。企業間

の側面と両方の側面をもって

るのかあるいは国際分業がど

原因の中で両者に共通する要

外国貿易に改組されていく。

は不足している産業部門の輸

，外国貿易の行われる産業部

の生産力発展の不均衡は，国

いる。第１の原因および第２

のように形成されるのかを示

因が含まれている。それは国

第２の原因は，国内の

出，輸入がおこなわれ

門における企業の不均

民経済内で相対的に過

の原因は，外国貿易が

しているのである。さ

際的な競争力の問題で

ある。自然品，

中で輸出国とし

力といった場合

だけではなく，

対的に不均衡に

わけではない。

特産品の貿易においてでもこ

て登場しうるのは，国際的な

の競争力は，単に生産性の上

国民的価値以下でも輸出でき

発展し相対的に過剰であると

国際的な競争力をもってはじ

（ ）

れらを生産する国民経済は多

競争力をもった国民経済であ

昇による一単位あたりの価値

るという条件を含んでいる。

いってもすぐさま輸出産業・

めて外国市場へ進出できるの

数存在している。その

る。この国際的な競争

が小さいといった側面

また国民経済的には相

企業として登場できる

である。逆に国際的な



競争力をもた

業・同一商品

もった産業・

外国貿易の原因

ない産業部門は外国産業・企

が輸出されたり輸入されたり

企業間の貿易であり，国際間

および国際的分業形成（岩田）

業の攻勢にさらされること

しているという場合は，実

では全く同一の国民的価値

になる。したがって同一産

体は異なる国際的競争力を

，国際価格をもつ商品の貿

易がおこなわ

そこで現実

になる。その

外国為替相場

る重要な契機

争力を強化

相場制が採用

れているわけではない。

的な外国貿易をみる場合には

国際的競争力は，具体的は国

を通じてあらわされる。した

となる。資本主義国民経済は

する政策をたびたびおこなっ

されたために外国為替相場切

，国際的競争力の問題を考

際的な価格現象として生じ

がって外国為替相場変動は

外国為替相場の切り下げを

てきた。しかし第二次世界戦

り下げによる国際競争力増

慮しなければならないこと

る。国際的な価格現象は，

，国際的競争力を変化させ

行うことによって国際的競

争後の は，固定為替

大政策は原則的に不可能で

あった。いわ

変動相場制

的競争力強化

資を拡大する

るからである

による影響が

は，外国為替

いるのであり

ば 体制下では「純粋な

が採用されると 体制時と

策が採られるようになったの

契機にもなった。直接投資は

。こうして今日の外国貿易

大きくなってきているところ

相場変動にもあらわれている

，従来の国際価値論研究とは

」国際競争関係が形成される

は異なって外国為替相場変動

である。また変動相場制は

外国為替相場変動によって

国際的分業関係は，直接投

に特徴がある。また現実の

ように各国民経済の商品価

異なった形態になっている

状況にあった。 年に

政策が可能になり，国際

，企業の海外生産・直接投

その規模が大きく作用され

資および外国為替相場変動

外国貿易 国際的分業関係

値は，国際的に歪められて

。

今日の外国

ともに外国為

） 山田

照。

） 吉信

貿易の必要性あるいは国際的
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注
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